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１．連結会計の視点
（１）連結会計がなぜ必要か？

「イグジット・ストラテジー(脱出戦略)」の時代に、連結データは不可欠
　　　⇒企業または企業集団を、より小さい単位のグループに分けて、利益計算をさせる戦略のこと。

　　　　　　「業績不振のグループ⇒処方１：リーダー交代⇒処方２：配置換え⇒処方３：グループ廃止」

企業外部者の立場から見た、連結決算の必要性・・・グループ全体の実態を把握する資料

　　　

　（親会社単体での決算書）⇒業績が好調で、借金も少ない！

　（グループ全体での実態） ⇒　①親会社でだぶついた＊＊を、子会社に「押し込み販売」

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　②値崩れした不動産・有価証券を＊＊＊＊＊する「飛ばし」

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　③「益出し」のために、＊＊＊のある資産を子会社に売却

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　④「親会社のために＊＊＊＊＊」を抱える子会社の存在

（注）本資料は、ウェブ用に一部記載を
　　　省略して公開しています。
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５．持分法
（１）持分法とは

持分法の意味　・・・　株式の評価方法の一つ。現行制度では、関連会社の株式に適用する。

　　　当初は、・・・（以下省略）

（注）本資料は、ウェブ用に一部記載を
　　　省略して公開しています。

Ａ社の連結Ｂ／Ｓ

他の資産××

関連会社 ***
株式（Ｂ社）

20％の
投資！

Ｂ社の純資産　　　　
　：当初　***万円

Ａ社の連結Ｂ／Ｓ

他の資産××

関連会社***
株式（Ｂ社）

20％の
持分！

Ｂ社の純資産　　　　
　：一年後***万円

純利益　　
　：***万円

関連会社 +**
株式（Ｂ社）

利益　　 +**
剰余金

(説例)

　　　　（省略）

　　　　　　：

×20％
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(参考）連結B/S、連結P/L、連結
株主資本等計算書の関係

資産の部

Ⅰ流動資産　　　　　　　　　
　　現金及び預金　　　　　
　　　　　：

Ⅱ固定資産

　　　

　　　（以下省略）

　　　　　　　：

負債の部

Ⅰ流動負債　　　　　　　　　
　　支払手形及び買掛金　
　　　　：

Ⅱ固定負債　　　　　　　　　
　　社債　　　　　　　　　　　
　　　　：　　　　　　　　　　　：

純資産の部

Ⅰ株主資本　　　　　　　　　
　　１資本金　　　　　　　　　
　　２資本剰余金　　　　　　
　　３利益剰余金　　****
　　４自己株式　　　　　　　
Ⅱ評価・換算差額等　　　
Ⅲ新株予約権　　　　　　　
Ⅳ少数株主持分

連結貸借対照表 連結損益計算書

Ⅰ売上高　　　　　　　　　　
Ⅱ売上原価　　　　　　　　　
　　　売上総利益　　　　　
Ⅲ販売費及び一般管理費
　　　営業利益　　　　　　　
Ⅳ営業外収益　　　　　　　
Ⅴ営業外費用　　　　　　　
　　　経常利益　　　　　　　
Ⅵ特別利益　　　　　　　　　
Ⅶ特別損失　　　　　　　　　
税金等調整前当期純利益
法人税等　　　　　　　　　　
少数株主利益　　　　　　　
当期純利益　　　 　 *** 　

　　　　　　　株主資本　・・・　　　

　　　　　　　　　　　　利益　　　　
　　　　　　　　　　　　剰余金

＊＊＊＊＊・・・　　　820　　　　
　　　　　：　　　　　　　　　　　　　
剰余金の配当　　▲ ***　　　
　　　　　　：　　　　　　　　　　　　
当期純利益　　　　　 ***　　　
　　　　　　：　　　　　　　　　　　　
当期変動額合計 　　***　　　

当期末残高　　 　　****　　　

連結株主資本等変動計算書

（注）本資料は、ウェブ用に一部記載を
　　　省略して公開しています。
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やさしい金融商品会計　　　　
（時価会計の基礎）

やさしい現代会計の中級講座　　　　
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公認会計士　柴山政行
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やさしい退職給付会計概論
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